
古賀市告示第１２７号 

 

古賀市物価高騰対策事業者支援補助金（省エネ推進タイプ）交付要綱を次のよ

うに定める。 

 

令和７年６月１２日 

古賀市長  田 辺 一 城 

 

古賀市物価高騰対策事業者支援補助金（省エネ推進タイプ）交付要 

綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、物価高騰の影響を受ける市内の中小企業者を支援するため、

古賀市物価高騰対策事業者支援補助金（省エネ推進タイプ）（以下「補助金」

という。）を交付することについて、古賀市補助金交付規則（平成３１年規則

第８号）（以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

⑴ 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項に

規定する中小企業者をいう。 

⑵ 事業所等 事務所、店舗、工場又は倉庫をいう。 

⑶ 省エネ機器 事業所等への導入によって、エネルギー使用量を低減し経営

の効率化を見込むことができる機器として市長が認めるものをいう。 



（補助対象者） 

第３条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、中小企

業者であって、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

⑴ 市内に事業所等を有し、事業を営んでいる者 

⑵ 交付申請後においても、市内で事業を継続する意思を有する者 

⑶ 市税に滞納のない者 

⑷ 関係法令を遵守している者 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象者とし

ない。 

⑴ 宗教的活動又は政治的活動を目的とする事業を営む者 

⑵ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２

号）第２条第５項に該当する営業を営む者 

⑶ 公序良俗に反する事業を営む者 

⑷ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）、同条第６号に規定す

る暴力団員（以下「暴力団員」という。）又は暴力団若しくは暴力団員と密接な

関係を有する者 

⑸ 各種法令の許可等が必要な業種で、当該許可等を取得していない者 

⑹ 同一年度内にすでにこの要綱に基づく補助金の交付を受けている、又は受ける

予定がある者 

⑺ その他市長が適当でないと認める者 

（補助対象機器） 

第４条 補助金の交付対象とする機器（以下「補助対象機器」という。）は、補

助対象者が事業の用に供するために所有し、将来にわたり継続的に使用する次

に掲げる省エネ機器とする。 



 ⑴ 給湯器・ボイラ 

 ⑵ 厨房機器（ただし、市長が別に定めるものに限る。） 

 ⑶ 保温・保冷機器（ただし、市長が別に定めるものに限る。） 

 ⑷ 冷暖房機器（ただし、市長が別に定めるものに限る。） 

（補助対象事業） 

第５条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、 

令和７年４月１日から令和８年１月３０日までの間に行う補助対象機器の導入

とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは補助対象事

業としない。 

 ⑴ 機能や数量が事業規模に照らして過大と認められるもの 

 ⑵ 事業の用に供すると認められないもの 

⑶ 中古又はリース取引に基づき取得したもの 

 ⑷ 販売、貸付等による利益を目的とするもの 

 ⑸ 転売、返品、贈与等を目的とするもの 

 ⑹ 将来の使用に向けた備蓄を目的とするもの 

 ⑺ 従業員の福利厚生を目的とするもの 

 ⑻ 過去に古賀市電気料金高騰対策事業者支援金交付要綱（令和５年１月告示

第６号）又は古賀市電気・ガス料金高騰対策事業者支援金交付要綱（令和５

年７月告示第１３５号）に基づき取得した省エネ機器と同一又は類似の省エ

ネ機器の取得を目的とするもの 

 ⑼ その他市長が適当でないと認めるもの 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付対象となる経費は、補助対象機器の購入及び設置に要する

経費（消費税及び地方消費税を含まない。ただし、消費税の申告義務がない場合



や簡易課税方式により申告している場合等、補助対象事業に要する経費に係る仕入

控除額が０円となることが明らかである場合には含むことができる。）とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、国（独立行政法人を含む。）、県等から補助金等を

受けている場合は、国又は県等の補助の対象となる経費はこの要綱に基づく補

助金の補助対象経費とすることはできない。 

（補助金額） 

第７条  補助金額は、補助対象経費に３分の２を乗じて得た額（その額に   

１，０００円未満の端数がある場合は、これを切り捨てる。）とし、予算の範

囲内において市長が定める。ただし、上限額は、５００，０００円とする。 

（交付申請等） 

第８条 補助金の交付を受けようとする補助対象者（以下「申請者」という。）

は、別に定める期日までに、古賀市物価高騰対策事業者支援補助金（省エネ推

進タイプ）交付申請書兼実績報告書（兼請求書）（様式第１号）に市長が必要

と認める書類を添えて、市長に申請及び補助対象事業の実績の報告及び請求

（以下「交付申請等」という。）をしなければならない。 

（交付決定及び額の確定） 

第９条 市長は、前条の交付申請等を受けたときは、当該交付申請等に係る書類

の審査及び必要に応じて行う現地調査等により、補助対象事業の内容及び成果

が適正であるかどうかを調査し、補助金の交付の可否を決定し、交付決定をし

た場合は、交付すべき補助金の額を確定し、古賀市物価高騰対策事業者支援補

助金（省エネ推進タイプ）交付（不交付）決定通知書兼額確定通知書（様式第

２号）により当該申請者に通知するものとする。 

（財産処分の制限） 

第１０条 規則第２２条ただし書の市長が定める期間は、補助対象事業により財

産を取得した後５年間とする。 



（補則） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公布の日から施行する。 

（効力） 

２ この告示は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ この告示の失効前にした行為については、前項の規定にかかわらず、同項に

規定する日後も、なおその効力を有する。 

 



様式第１号（第８条関係） 

 

古賀市物価高騰対策事業者支援補助金（省エネ推進タイプ）交付申請書兼実績報告書（兼請求書） 

 

年   月   日 

（宛先）古賀市長 

申請者      住   所  

         (法人にあっては所在地) 

                               氏   名 

法人にあっては団体名、 

代表者氏名及び押印 

電話番号／担当者氏名 

                  

古賀市物価高騰対策事業者支援補助金（省エネ推進タイプ）の交付を受けたいので、次のとお

り申請し、補助対象事業の実績を報告します。なお、交付決定後は、本申請書をもって同補助金

を請求するものとします。 

 

交付申請額                     円 

振

込

先 

金融機関名 
銀行・農協・漁協           本店・支店 

信用組合・金庫            支所・出張所 

口座種別 普通 ・ 当座 

口座番号        

ゆうちょ銀行指定の場合は必ず振込専
用口座をご記入ください 
※口座番号の記入は右づめ 

(フリガナ)  

口座名義  

関係書類 

・誓約書兼同意書 

・交付申請額計算書 

・市内中小企業者であることを確認できる書類 

・本人確認書類（個人事業主の場合） 

・支払いを証する領収書類 

・経費の明細が分かる書類（領収書類で分かる場合不要） 

・省エネ性能が分かる書類（製品カタログ等） 

・設置状況が分かる書類（写真等） 

・市税に滞納のない証明書 

・振込先が分かる書類（通帳の写し等） 

・その他市長が必要と認める書類 

 
事前相談受付番号  



様式第２号（第９条関係） 

（公印省略） 

 

古賀市物価高騰対策事業者支援補助金（省エネ推進タイプ）交付（不交付）決定兼額確定通知書 

 

古商発第   号 

令和 年  月  日 

 

  様 

古賀市長  田辺 一城              

 

令和 年 月 日付けで交付申請及び実績報告のあった古賀市物価高騰対策事業者支援補助

金（省エネ推進タイプ）について、次のとおり決定し、額を確定したので通知します。 

 

交付の可否 交 付  ・  不交付 

交付の

場合 
交付確定額  円 

不交付 

の場合 

不交付 

の理由 
 

備  考 ⑴古賀市補助金交付規則の規定を遵守すること。 

 

 

 


